
百万円 %  総資産 68,170 63,789 4,380

百万円 %   流動資産 63,392 58,887 4,505

百万円 %   固定資産 4,777 4,902 △ 125

％ pt  負債 △ 18,747 △ 17,875 872

  流動負債 △ 16,747 △ 15,392 1,355

  固定負債 △ 1,999 △ 2,482 △ 482

 純資産 49,422 45,914 3,507

  自己資本　　　（注1） 49,369 45,866 3,502

  自己資本比率（注2） 72.4% 71.9% 0.5pt改善

増減率(%) 前期比
増減率(%)

 売上高 67,396 62,251 5,144 8.3 68,000 0.9

 売上総利益 19,092 18,483 609 3.3 - -

 販売費及び一般管理費 △ 9,017 △ 8,946 △ 70 0.8 - -

 営業利益 10,074 9,536 538 5.6 10,500 4.2  営業活動によるCF 7,719 5,822

 営業外収益 54 107 △ 52 △ 49.0 - -  投資活動によるCF △ 542 △ 220

 営業外費用 △ 4 △ 8 3 △ 44.1 - -  フリーキャッシュ・フロー 7,177 5,601

 経常利益 10,125 9,636 489 5.1 10,500 3.7  財務活動によるCF △ 3,442 △ 2,731

 特別利益 0 127 △ 127 △ 99.5 - -  現金及び現金同等物の期末残高 41,811 38,082

 特別損失 △ 18 △ 6 △ 12 210.8 - -

 税金等調整前当期純利益 10,107 9,757 349 3.6 - -

 法人税等 △ 3,363 △ 3,272 △ 91 2.8 - -

 当期純利益 6,743 6,485 257 4.0 - -

 親会社株主に帰属する当期純利益 6,739 6,492 247 3.8 6,800 0.9

 1株当たり当期純利益（円） 235.66 227.02 8.64 3.8

5,144 10,074 9,536

574

 その他（含む調整額） △ 698 △ 676 △ 21 △ 13 22 △ 35

 計 68,094 62,928 5,166 10,088 9,514

セグメント情報 主な増減要因
セグメント利益 ■システム事業

製造業や文教・官公庁向けのサーバー関連事業
や 、高付加価値のストレージ関連事業が堅調に
推移したことから、営業利益は62億円となり、前
年同期比５億４千万円（前年同期比 9.5％
増）の増益。

■サービス・サポート事業
システム構築案件に伴う作業代収入の増加によ
り、営業利益は38億８千７百万円となり、前年
同期比３千４百万円（前年同期比 0.9％
増）の増益。

2019/3期
通期

2018/3期
通期 前年同期比 2019/3期

通期
2018/3期
通期 前年同期比

 サービス・サポート事業 19,204 19,209 △ 4 3,887 3,853 34

538 *本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 合計 67,396 62,251

 システム事業 48,890 43,719 5,171 6,200 5,660 540

(単位：百万円)

売上高

(単位：百万円)

2019/3期
通期

2018/3期
通期 前年同期比

2020/3期
通期
業績予想

■売上高
売上高は、673億９千６百万円となり、働き方
改革の一環として堅調な仮想デスクトップ（Ｖ
ＤＩ）環境の構築や、設備投資が旺盛なスト
レージ基盤の構築ビジネスに引き続き注力すると
ともに、ＩＴインフラのリプレース提案を継続的
に推進したことで、前年同期比51億４千４百
万円（前年同期比8.3％増）の増収。

■利益
営業利益は、100億７千４百万円となり、販売
費及び一般管理費は概ね前期並みではあるも
のの、原価率を一定の水準で維持したことで、
前年同期比５億３千８百万円（前年同期比
5.6％増）の増益。
経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利
益は、営業利益が増加したことで増益。

7.6

損益の状況 主な増減要因 7.6

-

(注1)自己資本=純資産の「株主資本合計」+「その他の包括利益累計額合計」　　(注2)自己資本比率=自己資本/総資産

キャッシュ・フローの状況 配当の状況

(単位：百万円)

2019/3期
通期

2018/3期
通期

※当期(2019年3月期)の業績が前期比、公表比とも上回ったこ
とから、1株につき5円増配し、55円に修正いたしました。

△ 19.4

5.1 7.7

♢親会社株主に帰属する当期純利益 6,739 3.8 △ 2.6

（%,pt表示は対前期増減率）
△0.6
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兼松エレクトロニクス株式会社

2019年3月期　連結決算ハイライト（日本基準）

■中期経営計画の数値目標を全ての項目において達成。
　（数値目標：経常利益100億円、ROE10%以上、配当性向50%以上）

資産・負債及び純資産の状況 主な増減要因

(単位：百万円)

2019/3期
通期

2018/3期
通期 前期末比

■資産
流動資産は、現金及び預金が37億２千９百万円増加したことなどに
より、前期末比45億５百万円（前期末比7.7%増）の増加。固定
資産は、投資有価証券が１億２千１百万円減少したことなどにより、
前期末比１億２千５百万円（前期末比2.6％減）の減少。

■負債
流動負債は、支払手形及び買掛金が３億４千２百万円、その他の
流動負債が３億４千２百万円増加したことなどにより、前期末比13
億５千５百万円（前期末比8.8%増）の増加。固定負債は、退職
給付に係る負債が４億２百万円減少したことなどにより、前期末比４
億８千２百万円（前期末比19.4%減）の減少。

■純資産
純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益67億３千９百万円の
計上による増加と、配当金34億３千１百万円の支払いによる減少な
どにより、前期末比35億７百万円（前期末比7.6％増）の増加。
なお、自己資本比率は72.4%となり、前期末比0.5ptの改善。

増減率(%)

♢売上高 67,396 8.3 6.9

♢経常利益 10,125

♢ＲＯＥ(自己資本当期純利益率) 14.2 4.9
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■営業活動によるCF
その他の流動負債の増減額
が増加したことにより、資金の
獲得額が前年同期比18億
９千７百万円の増加。

■投資活動によるCF
有形及び無形固定資産の取
得による支出などにより、資金
の使用額が前年同期比３億
２千１百万円の増加。

主な増減要因
2019/3期 2018/3期

 中間配当　※ 55 円  45 円 

 期末配当　  70 円　 65 円 

 年間配当   125 円　 110 円 

 自己資本（百万円） 49,369 45,866

 配当性向（％） 53.0 48.5 


